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第２章 研究内容報告 

 
1．八草キャンパス消費電力量の年度変化と建物種別毎の特徴分析及び新 2 号館の BEMS

改善 
 
(1) 研究概要 

本研究では、八草キャンパスの新型コロナウイルス感染症と完全週休二日制による消費電力量の

増減状況を明らかにすることを目的として各種分析を実施した。また、新 2 号館の BEMS 改善と従

来から指摘されていた朝 6 時頃に発生する消費電力量上昇の原因を調査した。 

 八草キャンパス全体の消費電力量の経年変化としては、2016 年度に最大値を記録した以降は、

徐々に減少し、コロナの影響が大きかった 2020 年度が最小値となり、2021 年度は若干増加した。 

 コロナによる影響を分析したところ、建物毎で傾向が異なり、①クラブハウスのように年間を通

して減少、②10 号館のような講義中心の建物では前半は減少し後半は例年並み、③新 2 号館のよう

に研究室が中心の建物では前半減少し後半は増加、④総合技術研究所のように年間を通してほぼ例

年通り、の 4 パターンに分類できることが分かった。 

 2021 年 4 月から始まった完全週休二日制の影響については、年間消費電力量では約 30MWh ほど

2021 年度のほうが少なく、月別で比較すると前期においては大きな差はないものの 2019 年度より

も 2021 年度のほうが全体的に低い数値となっている。最も影響を受けると考えられる土曜日につ

いて建物別に 2019 年度データと比較したところ、事務室系などの職員が主に使用する施設では、

数値の低下を確認できた。また、講義室系などでも土曜日の消費電力量が減少しており、使用頻度

が減ったと考えられる。しかし、全体でみると消費電力量の大幅な削減効果は確認できず、研究室

系、実験室系、寮系の建物において消費電力量が上昇しており、そのことが原因だと考えられる。 

 新 2 号館で表示されている BEMS ソフトについては、昨年度改良された時点で年度切り替え時

に不具合が発生していた。年度切り替えは日々蓄積されるデータが何年間と蓄積されると膨大な容

量になってしまうため、必要なデータに限定・整理して保存する作業であり、新年度の最初にソフ

トが起動したとき自動的に実行されるものである。この原因を明らかにし、修正作業を実施した。 

また、新 2 号館のコンセント系では、平日の朝 6 時頃に消費電力が上昇することが確認されてい

たが、原因は不明であった。そこで、分電盤の回路ごとにセンサーを取り付けて原因を確認したと

ころ、電気式湯沸給湯機の昇温運転によるものと判明した。 

 

 

 

 

 



19 
 

 

(2) 研究内容報告 
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(3）主な使用機器 

・備品登録名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号：42100282 
・備品登録名：WEB サーバ搭載広域分散型・遠隔計測システム, 資産番号：41500444 
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2．インバータ電源大量導入時における電力系統の電圧制御 
 
(1) 研究概要 

近年，導入が進む太陽光発電や風力発電では一般に電流制御形インバータが使用されるため，電

圧維持能力の観点では同期発電機を用いた火力発電などの在来型電源より劣る。また，これらの電

源は電力システム末端部に接続されることが多いため，これらが大量に連系された電力系統では電

圧変動や電圧安定性など電圧に係わる技術課題の生じることが懸念される。 

本研究では，インバータ電源の定力率運転を行う場合について，力率を背後インピーダンスの R/X

比と電力系統の有効電力・電圧特性（P-V カーブ）の最大電圧から定める新しい方法を提案した。 

この力率による場合，系統の皮相電力・電圧特性が，背後インピーダンスの大きさやその R/X 比に

関わらず，同一となることを明らかとした。すなわちこの力率でインバータを運転した場合，背後

インピーダンスの抵抗分とインバータ力率が電圧に与える影響が相殺される。またインバータ電源

が線路上に均一に分布している場合を対象に電圧分布の分析を行い，この場合でも提案力率が電圧

変動の抑制面から有効であることを示した。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 
・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000705 
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3．系統周波数低下時における風力発電の慣性応答の可能性評価 
 
(1) 研究概要 

近年，資源の枯渇や地球温暖化への懸念から，電力系統へ太陽光や風力といった，再生可能エネル

ギー電源の導入量が増加している。再エネ電源はインバータを介して電力系統へ接続され，これら

の電源が増加すると相対的に同期発電機の割合が減少し，系統の慣性が低下する。その結果，系統

事故が生じた際には，周波数を一定に保つ力が弱くなるため，周波数変動が増大する恐れがある。

一方，近年の風力発電機では高速な出力制御が可能であり，系統事故時には風車出力を制御するこ

とで同期発電機のような慣性を疑似することが可能である。 

そこで本研究では，風力発電の慣性応答の可能性についてシミュレーションにより評価した。一定

の風速のもとで風力発電の出力増加幅を変化させた場合の影響を解析し，疑似慣性制御終了後の周

波数や出力係数の低下を抑えられるという面から，継続時間を 5s 程度とすることが望ましいこと

が分かった。また様々な風速レベルで風速が変動する場合の解析を行い，基準風速が大きい場合は，

風速変動も大きいため疑似慣性制御後に風力発電出力を大きく低下させる必要があること，基準風

速が低い場合は風力発電の出力増加幅が大きくなるにつれて出力係数の低下も大きくなることに

注意を要することを明らかとした。 

 

(2) 研究内容報告 
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 (3) 主な使用機器 
・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000480 

 



28 
 

4．Grid-Forming インバータの一種である Virtual Oscillator Control インバータの動作解析 
 
(1) 研究概要 

風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーによる発電が急増しているが，これらの多くは

インバータを介して電力系統に接続されている。従来のインバータ電源は電流制御型であるため，

系統に連系されるインバータ電源が増加し，同期発電機が減少すると，電圧維持能力の低下，慣性

の減少などにより系統が不安定になる恐れがある。このため，同期発電機と同様の電圧維持能力等

を有する Grid Forming Inverter（以下 GFM インバータ）が注目されている。Virtual Oscillator Control 

インバータ（以下，VOC インバータ）は米国再生可能エネルギー研究所が提案した GFM インバー

タの一種であるが，その電圧発生のメカニズムが他のインバータと根本的に異なることもあり，そ

の特性は十分には解明されていない。 

本研究では，まず VOC インバータをリアクタンスを介して電力系統に連系した場合，その各種

パラメータが VOC インバータの安定性や電圧特性にどのような影響を及ぼすかを解析し，そのパ

ラメータ選定の基本的な考え方を明らかとした。また電力系統の周波数低下時に VOC インバータ

がどのように動作するかについてシミュレーション解析を行い， VOC インバータが慣性応答 に

加え周波数ドループ特性を有していることを明らかとした。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：ノートパソコン, 資産番号：42000477 
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 5．電力系統の経済負荷配分制御の特性改善 

 
(1) 研究概要 
  地球温暖化問題の対策として，太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー（再エネ）が増

加している。再エネ電源の出力は変動が著しく正確な予測が困難なため， 電力システムの需給バ

ランス維持が難しくなる恐れがある。このため，電力システムの需給制御システムのうち，変動周

期十数分以上の変動を対象とする経済負荷配分制御（EDC：Economic load Dispatching Control）の重

要性が増している。 
本研究では， EDC 内の時定数や EDC 制御周期が EDC の制御性能，特に需給バランスに与える

影響について検討した。その結果，制御周期を短くすれば性能向上が図れること，制御周期と EDC
時定数の協調が重要であることを明らかにした。またこの際には EDC と負荷周波数制御の制御分

担の状況に違いが見られることも示した。さらに AGC30 の汽力発電プラントモデルを，簡略化し

た汽力発電プラントモデルで置き換えた簡易な AGC30 モデルを作成し，両モデルで周期数十分程

度の需給変動がほぼ同様となることを明らかとした。 

 
(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：パソコン，資産番号 42000841 
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6．LLC コンバータの活用に関する研究 
 
(1) 研究概要 

LLC 共振コンバータ（以下 LLC と記す）は，電流共振とソフトスイッチングを両立して高効率

と低ノイズを両立させている。現在 LLC は電圧を変えることによって調光できる LED や照明な

ど，小容量の 100W～500W の負荷に広く使われている。また，大容量の数 kW 程度を想定した討

も広く行われている。一般的に LLC において高周波変圧器の結合係数 k は 0.8~0.9 程度設計され

る。結合係数 k はコアのギャップで調節することが多いが，巻き方でも調節することができる。ま

た，駆動周波数が変化すると高周波変圧器のインダクタンス値が変化し，それに伴って共振点も変

化し LLC の出力電圧も変化することが報告されている。  

そこで，駆動周波数が変化しても漏れインダクタンス Lr，励磁インダクタンス Lm の変化が小さ

い高周波変圧器の方が LLC に適することから，高周波変圧器の巻線の巻数を一定とし，コアのギ

ャップ長と巻き方を変え，Lr と Lm を実測し，Lr，Lm の変化を考慮してシミュレーションした LLC

の出力電圧特性を明らかにした。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 
・固定資産登録品名：高速 100MS/s 12 ビット絶縁モジュール, 資産番号 42000841 
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7 分散施設近傍への落雷発生時の雷サージ侵入状況に関する研究 
 
(1) 研究概要 

近年、電化製品では小型化、高密度低電圧駆動化により耐電圧性能が相対的に脆弱している。ま

た、ICT の発達により多くの機器がネットワークで繋がっているため、雷サージの影響を受けやす

くなっている。適切な対策を行うには、落雷発生時の設備機器への雷サージ侵入状況やその影響を

把握する必要がある。そこで、本研究では、愛知工業大学を対象に分散施設近傍への落雷発生時の

雷サージ侵入状況について観測を実施し、落雷発生時における雷サージ侵入状況について調査検討

を行った。 

雷サージの観測は、具体的には、クランプオンプローブとメモリハイコーダ(トリガレベル 1A)を

用いた雷サージの電流波形の観測記録と雷サージカウンタ(トリガレベル 10A)を用いた雷サージの

回数記録を行った。設置箇所は警備室の火災警報盤、鉀徳館の電力計測リモート盤・火災受信盤、

8 号館の接地端子盤、電気室の外灯盤・警報盤である。 

侵入雷サージの観測は、2022 年度は、6 月から 10 月までの 5 ヶ月間観測を実施した。メモリハ

イコーダを用いた観測では合計 6 日間において電流波形を記録した。記録された電流波形は気象庁

の天候記録で照合した結果、落雷によって記録された可能性が高いと考えたのは 4 日間あった。そ

のため、気象情報会社から本学付近の詳細な落雷データを入手し、学内の記録波形と合わせて調査

検討を行った。気象情報データを入手し確認した確認したところ観測期間中の計 4 日間で 402 件の

雷撃が確認されており、観測対象とした本学の時計台から 3km 以内での落雷は全体の 49％を占め

ていた。しかし、2022 年度は学内設備の被害は確認されなかった。観測結果から雷サージ侵入時の

雷撃電流の大きさと落雷地点間までの距離の関係について調査検討したところ、雷サージに侵入の

あった雷撃は近似値から少し離れているが、多くは 3km 以内であった。また、今回、今回検討対象

とした雷撃は多くが 40kA 以下であった。 

今回の観測によって、学内設備に雷被害がなくても雷サージは侵入していることが判明し、また、

本学から 3km 離れた落雷は学内設備に影響を及ぼす可能性が少ないとわかった。 

今後は適切な電気設備、機器の雷策を行えるように、今回の結果を踏まえ、適切なリスク評価を今

後検討する予定である。 
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(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 
・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号：41500441 
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8 北陸地域の U 風力発電所における長期落雷観測結果にもとづく冬季の落雷予測に向け

ての気象要因と落雷の関係性についての研究 
 
(1) 研究概要 

近年再生可能エネルギーの需要が高まり風力発電が注目されている。日本海沿岸部は冬季に良好

な季節風が吹くため風力発電設備の設置が多い。一方この地域は冬季雷が多く、それによる風車へ

の被害が多発している。そこで、本研究では風力発電設備の落雷による被害を予防するために落雷

予測に着目し、北陸地域の U 風力発電所における 2007 年度から 2021 年度までの 15 年間の落雷観

測結果を基に気象要因と落雷の関係性に調査研究を行った。 

北陸地域の U 風力発電所は日本海沿岸に位置し、1 基の風車と避雷塔で構成されている。風車の

最高地上高さは 100.25 m、避雷塔の地上高さは 104.99 m であり、避雷塔は風車から見て北西 45.5 

m の地点にある。そして風車と避雷塔で落雷電流を観測記録している。 

雷雲内の電荷分布においては、今までの研究より-30℃温度層付近の高層に主に氷晶にになわれ

た正電荷が存在し、-20℃温度付近から下層には-10℃温度層付近を中心に霰にになわれた負電荷層

が存在することが報告されている。そこで本研究では、-10℃温度層の高度(ジオポテンシャル高度)

に着目し、この高度と北陸地域にある U 風力発電所への落雷との関係について検討した。 

U 風力発電所での落雷観測が開始されてからの過去 15 年間の雨天時の-10℃温度層のジオポテン

シャル高度の頻度は 2000m から 2500m が多く分布するが最低 1230m から最大 5694m までまばら

にあることが判明した。そして、雷を伴う雨天時の-10℃温度層のジオポテンシャル高度は 1500m

から 2500m までに多く見られるが 2500m を超えると大きく減少していることが判明した。 

直近 5 年間の降雪時の場合においても調べた結果降雪のみの場合-10℃温度層のジオポテンシャ

ル高度は 1000m から 1500m に多いが、落雷を伴う降雪時のそれは 2000m から 2500m に多くあるこ

とが判明した。 

15 年間の北陸地域の U 風力発電所での落雷観測データを使用し、15 年間の雨天時と直近 5 年間

の降雪時の-10℃温度層のジオポテンシャル高度に着目し、気象要因と落雷の関係性について調査

検討を行った結果、雨天時と雷を伴う雨天、降雪時と落雷を伴う降雪とによって-10℃温度層ジオポ

テンシャル高度に差があることが確認できた。このことから、-10℃温度層の高度（ジオポテンシャ

ル高度）に関するパラメータが落雷予測技術、落雷リスク評価の要素として機能する可能性を明ら

かにできた。また、落雷予測技術の確立、落雷リスク評価にはほかの要素も関係しており、どのよ

うな要素がそれらに大きく影響を及ぼしているかを把握することが今後の課題と考える。 
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(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 
・固定資産登録品名：パーソナルコンピュータ（本体）, 資産番号 41500441 
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9. エネルギーマネジメントのための電力需要に関する一検討 
 
(1) 研究概要 

近年，エネルギー事情は日々変化している。特に，脱炭素社会の実現に向けて再生可能エネルギ

ーが国内外で注目され，日々研究開発が進められている。しかし，再生可能エネルギーを用いた分

散型電源の発電量は極めて不安定であり，集中型電源による需給調整や火力発電所の調整に加えて，

需要家における電力需要の調整が必要とされている。需要家の電力に関してはエネルギーマネジメ

ントシステム（EMS）を用いたシステム開発も重要視されている。そこで電力需要の制御のために，

ピークカットやピークシフト，ボトムアップなどの取り組みが期待されている。   

本研究では，この中でもピークカットを取り上げ，その手段として，電力の無駄を省き制御を

行うデマンドレスポンス（DR）に着眼点をおいた。DR の実施には，需要家における電力消費の特

性を正確に把握する必要がある。家庭や事務所などにおいてエネルギー消費が大きいと思われる空

調機器に注目し，空調機器の消費電力量と外気温の関係性についての検討結果としは，外気温 17℃

付近において消費電力量の特性に変化が見られることが確認できた。また，空調機器の消費電力量

と外気温には強い相関性があることも確認できた。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 
・固定資産登録品名：クランプオンプローブ，資産番号：42001090 
・固定資産登録品名：電源品質アナライザセット PQ3198-92，資産番号：42001092 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



47 
 

10．回帰分析を用いた空調機器に関する消費電力量の考察 
 
(1) 研究概要 

 近年，エネルギーの安定供給，ゼロカーボン社会の実現のために，電気エネルギー分野では省エ

ネルギー化が求められている。省エネルギー化のためには電気エネルギーを有効に利用する必要が

あり，そのための技術の一つとしてエネルギーマネジメントシステム（EMS）が注目されている。 

本研究では，家庭やオフィスなどにおいてエネルギー消費が大きいと予想される空調機器に注目し，

空調機器の消費電力量に関して分析を行った。具体的には，空調機器の消費電力量を季節（12 月～

2 月，3 月～5 月，6 月～7 月，9 月～11 月）ごとに分類し，外気温に対する消費電力量の変化につ

いて回帰分析を用いて回帰方程式を導出。導出した方程式に外気温を与えることにより予測値を求

め，実測値との比較を行った。 

検討の結果として，12 月～2 月，3 月～5 月，6 月～7 月では消費電力量は外気温に対して直線

上に分布，9 月～11 月では二次曲線状に分布していることが確認でき，季節ごとの外気温に対する

消費電力量の変化を確認できた。また，実測値と予測値の比較では実測値と予測値の重なりが見ら

れ，外気温の変化に対して概ね同様の変化，特徴を捉えていることが確認できた。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 
・固定資産登録品名：クランプオンプローブ，資産番号：42001089 
・固定資産登録品名：電源品質アナライザセット PQ3198-92，資産番号：42001092 

 
 
 
 
 
 
 



50 
 

11．行動経済学を考慮した電力需要に関する研究 
 
(1) 研究概要 

近年，カーボンニュートラルの実現に向けて，電気エネルギー分野では省エネルギー化が求めら

れており，さらなる機器の高効率化や消費電力の削減が要求されている。そのなかで機器自体に対

するアプローチだけではなく，種々の電力消費機器を扱う人に対して情報やアドバイスを与えるこ

とにより，使用者の省エネ行動の誘発，節電促進行動の誘発を行う手法として行動経済学における

ナッジ（Nudge）が注目されている。 

そこで，本研究では行動経済学におけるナッジに注目し，行動経済学に基づいた消費エネルギー

削減のための有用なナッジを見つけ，省エネルギー行動の誘発・促進を行うことを目標に検討を行

っている。本報告では，ナッジによる省エネルギー行動誘発効果に関する基礎的検討を行ったため

報告する。具体的には，デフォルト効果を利用したナッジを空調機器の設定温度に適用し，行動誘

発効果に関して検討を行ったものである。ここで，デフォルト効果とは選択してほしい選択肢を予

め提示しておくことにより，人はその初期設定に影響され，その初期設定を受け入れるという心理

傾向である。 

 検討の結果として，デフォルト効果を利用したナッジの適用時に設定温度が維持される傾向にあ

ることが確認でき，ナッジにより設定温度維持ができる可能性を見出すことができた。 

 

(2) 研究内容報告 
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3. デフォルトナッジの効果に関する検討

ナッジの概要

 行動経済学におけるナッジの一つであるデフォルト効果を利用

デフォルト（初期設定）効果とは

 選択してほしい選択肢を予め提示することによって，人はその選択肢に
影響され，その選択肢を受け入れるという心理傾向

検討方法概要

空調機器の設定温度に対するデフォルトナッジの効果に関する検討を行った。

デフォルト効果を利用したナッジにより講義室の利用者が予め設定
された温度に誘導され，デフォルト設定が維持されるのではないか
と想定した。

空調機器の設定温度に対してデフォルト効果を当てはめ，デフォルト効果を
利用したナッジによる行動誘発効果に関して検討
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：クランプオンプローブ，資産番号：42001089 
・固定資産登録品名：クランプオンプローブ，資産番号：42001090 
・固定資産登録品名：電源品質アナライザセット PQ3198-92，資産番号：42001092 
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12．小形風力発電機における共振現象の解析に関する研究 
 
(1) 研究概要 

小形風力発電機は，効率のよい運用のために需要家の近くに設置することが適当であるが，シス

テム導入に際して様々な問題点が挙げられる。特に直接的な人への影響として騒音や振動の問題が

ある。環境省が全国 29 ヶ所で行った風車騒音の実測調査によると，40Hz 以上の周波数域において

騒音として議論すべきであるとしている。騒音の原因として考えられる共振現象は，風車ブレード

の回転による固有振動数に関係するものと発電機または制御システム機器に起因するものがある。

風力発電機の共振を抑制できれば，風車の安全性，騒音の抑制，システム効率の向上が期待できる。 

本研究では，小形風力発電機を用いた共振現象についての特性を解析している。フィールドに設

置してある小形風力発電機の出力波形を高速フーリエ変換 (FFT：Fast Fourier Transform) し周波数

特性を算出している。その結果を参考に試験回路モデルを構築し，共振現象を発生させた小形風力

発電機の出力波形とマイクロホンによる集音データの FFT 解析を実施した。その結果，小形風力発

電機の共振現象発生に関する周波数特性を試験により確認している。 

本研究で得られた周波数特性は，小形風力発電機の出力がひずむことで特徴的な波形が発生し，

音の発生につながるものと考えられ，小形風力発電機の共振現象についての特性を解析できている。

これは風力発電機の騒音対策として小形風力発電機の共振抑制手法を確立する基礎的な研究デー

タとして活用をしていく。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 
・固定資産登録名：計測用マイクロホン, 資産番号：42200242 
・固定資産登録名：センサアンプ(中古品)，資産番号：42200287 
・固定資産登録名：メモリハイコーダ, 資産番号：41800355 
・固定資産登録名：クランプオンプローブ 3276, 資産番号：42001090 
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13. 特殊巻線構造 12 相変圧器を用いたコンバータに関する研究 
 
(1) 研究概要 

近年，脱炭素社会の実現に向け，電力部門においては再生可能エネルギーを用いた発電装置の主

力電源化が目指されている。再生可能エネルギー発電として，太陽光発電装置や風力発電装置が導

入されている。そして，これらの発電方式では直流電力を発生させるため，既存の利用方法では，

発電した直流電力をパワーコンディショナにより交流電力へと変換する必要があり，変換ロスが発

生してしまう。そこで近年では，再生可能エネルギーによる発電装置と親和性の高い直流給電配電

が注目されている。 

直流給電配電では，系統の交流電力を AC/DC コンバータにより一括で直流電力へと変換し，直

流バスを作ることで各機器へ直流給電を行う。そのため，直流バスに太陽光発電装置を接続するこ

とにより，発電した電力を交流に変換せずに有効に利用することができる。しかし，現在一般的に

普及している機器は交流入力のものが多いことから，将来的には交流機器と直流機器を併用して使

うことが想定される。そこで，本研究では交流給電と直流給電を一つの変換器で行うことが可能な

特殊巻線構造変圧器を用いたコンバータ回路を提案している。 

電圧リプルを低減した脈流の少ない直流電力を出力するために，変圧器の二次側を多相化した際

の二次側結線の増加を抑え，低コストで多相化することが可能な特殊巻線構造変圧器を提案し，特

殊巻線構造変圧器を用いたトランス方式の AC/DC コンバータにより，交流負荷と直流負荷にハイ

ブリッド給電を行った際の効率，出力電圧リプル，入力電流高調波に関して検討を行った。本研究

により，提案するコンバータを用いることで交流給配電と直流給配電を同時に行うことが可能であ

ることが分かった。また，コンバータの効率は直流負荷単体の場合に比べて，交流負荷を両用する

ことで直流負荷が軽負荷時の際に効率が向上し，入力電流総合高調波は交流負荷を接続することで

軽負荷時において特に低減効果が見られることが分かった。これは，特殊巻線構造 12 相変圧器を

用いて直流出力だけでなく交流出力を同時に行う際の基礎特性として幅広く活用していく。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 
・固定資産登録品名： 電源環境シミュレータ 6kVA 三相システム，資産番号：41800678 
・固定資産登録品名： メモリハイコーダ，資産番号：41800355 
・固定資産登録品名： アナログユニット(MR6000 用)，資産番号：41800356 
・固定資産登録品名： 電源品質アナライザセット PQ3198-92，資産番号：42001092 
・固定資産登録品名： クランプオンプローブ 3274，資産番号：42000608 
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14．都市緑地における温熱環境と利用者の季節的行動特性に関する研究 
 
(1) 研究概要 

近年、都市緑地公園は多様な機能が期待されている。例えば、災害時の避難場所として都市の安

全性を向上させる防災性向上機能、子育て世帯から高齢者にわたる健康増進・レクリエーション機

能、環境教育機能、コミュニティ形成機能、生物多様性の回復機能などがある。この機能を十分発

揮させるためには、都市を生活空間とする利用者の要望を捉え、管理者による適切な維持管理、運

営が必要である。 

今年度の研究では名古屋市都心部である中区栄のヒサヤオオドオリパークを対象とし、6 月、7

月、10 月に利用者の利用行動及び利用に影響を及ぼす気温を調査し、都心部の緑地空間の温熱環境

と季節的利用実態を明らかにする。 

利用者の利用行動はヒサヤオオドオリパークにおいて、特徴の異なる ZONE１、ZONE3 に自動記録

式カメラを設置して定点で撮影・記録し、記録データから行動分類し、時刻ごとにまとめた。目視

観察も実施している。気温は、自動記録式気温計を樹木の木陰に設置し、10 分間隔で測定・記録し

た。 

 実験結果より、夏季 2022 年 7 月 31 日、気温が 12 時以降に 36℃を超えると利用者は減るが、16

時以降になると利用者が増える。猛暑日である 7 月 31 日最高気温が 14 時に 37℃に達したにも関

わらず、計 42 人が利用している。一方、利用者が最も多かった日は初夏 5 月末の土曜日である。

ZONE1 は、すべての調査期間の利用者属性を合計すると、家族(親子)が最も多く、ZONE3 は友人

同士が最も多いことが分かった。このように、今年度は、利用者数が ZONE１、ZONE3 を使い分

け、幅広い世代層が多様な利用目的で使用していることを明らかにすることができた。 

 次年度は、地下街利用者数と地下街の消費電力量との関係性から利用者の季節的行動特性につい

て考察を行う予定である。 

 

(2) 研究内容報告 
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(3) 主な使用機器 

・固定資産登録品名：COCOCAM 防犯カメラ, 資産番号：42200065 
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15．誘電体を用いた高指向性面電流磁気センサの検討 
 
(1) 研究概要 

現在、国内においてのエネルギー政策により社会全体の電気への依存度が高くなっている。その

ため、ガス絶縁開閉装置（GIS）などの電力機器に対し高い信頼性が求められ、これを維持するた

めに事故や故障を未然に防止する絶縁診断技術が重要であるとされている。また、近年の絶縁診断

技術の傾向として、機器のコンパクト化やメンテナンス作業の簡便化が重要視されている。 

本研究は絶縁診断技術の一つである、電力機器の部分放電（PD）電磁波を検出する外部センサの

開発・実用化に取り組んできた。外部センサの開発・実用化に向けての課題として外部ノイズが挙

げられる。そこで、PD 電磁波をベクトル的に検出する面電流センサに注目した。この面電流セン

サは電界と磁界両方をバランスよく検出することで PD 電磁波をベクトル的に検出し PD 電磁波と

外部ノイズの判別が期待できる。しかし、実際は電界と磁界のバランス調整が難しく、理想的な特

性を得るのが困難であった。そこで、磁界のみを検出する面電流磁気センサを開発した。これによ

り、面電流センサよりも鋭い指向性が期待できる。開発した面電流磁気センサは、２つの１ターン

ループを直角に配置した構造とし、平面波の伝搬方向に対して０度端子の方の出力を A、90 度端子

の方の出力を B として理想曲線を算出し、この曲線を用いて指向性を求めるものである。しかし、

算出実施時には、信号とノイズを同時に計測できないことや高指向性を得るのに時間がかかるとい

う欠点があった。 

本報告では、演算手法を使用せずに求める手法について検討した。具体的には、センサとアクリ

ルスペーサの設置効果について検討をしたので報告する。 

 

(2) 研究内容報告 
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